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第 1章 贈与税に関する基本事項 

■1 贈与税規定の整理 

1 暦年課税贈与 

 贈与者 受贈者 基礎控除額 備考・特徴 

特

例

贈

与 

受贈者の 

直系尊属 

贈与年 1 月 1 日 

現在 20 歳以上の

贈与者の直系卑属 

 

 

 

年 110 万円 

（非課税） 

①贈与する財産に制限なし。 

②手軽に実行できる（1 暦年間において

基礎控除額内の贈与なら申告不要） 

         

③税務調査においてそもそも贈与成立し

ているかが争点になりやすい。 

④超過累進税率のため、多額な贈与は、

贈与税負担が増大。 

一

般

贈

与 

 

制限なし 

 

 

 

2 相続時精算課税贈与 

贈与者 受贈者 特別控除額 備考・特徴 

 

 

 

 

贈与年 

1 月 1 日 

現在 

60 歳以上

の受贈者の

直系尊属 

 

 

 

 

 

贈与年 1 月 1 日現在

20 歳以上で、 

贈与者の直系卑属の

推定相続人又は孫 

 

 

 

 

 

 

2,500 万円 

 

 

 

2,500 万円超の 

贈与は 

一律 20％贈与税 

①贈与する財産に制限なし。 

②2,500 万円までは無税で生前贈与でき

るため、大型贈与もしやすい。 

 

③この制度により生前贈与しても、贈与

者死亡により相続財産に加えなければな

らないため基本的に相続税対策にならな

い。 

④この制度の適用を受けるためには、「相

続時精算課税選択届出書」の提出が必要 

→提出失念すると上記暦年課税贈与とし

て扱われるため要注意！ 

⑤この制度を選択すると暦年課税贈与に

再び戻ることはできない。 

→特別控除額を使い切った後に贈与をし

た場合、年間 110 万円以下であっても申

告及び 2 割の贈与税負担が発生する。 
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3 非課税措置規定（全て贈与資産はお金（資金）に限定されている点に注意） 

 住宅取得等資金贈与 教育資金一括贈与 結婚・子育て資金一括贈与 

贈与者 受贈者の直系尊属 

受贈者 贈与年 1 月 1 日現在 

20 歳以上の 

贈与者の直系卑属 

教育資金管理契約締結日

現在 30 歳未満の 

贈与者の直系卑属 

結婚・子育て資金管理契約

締結日現在20歳以上50歳

未満の贈与者の直系卑属 

受贈者の所得

要件 

その年分の合計所得金額 

2,000 万円以下 

信託受益権等を取得した年の前年の合計所得金額

1,000 万円以下 

（平成 31 年 4 月 1 日以後に信託受益権等を取得した場

合に限る） 

適用期限 令和 3 年 12 月 31 日まで 令和 3 年 3 月 31 日まで 

非課税限度額 取得対価に含まれる消費

税等が 10％の場合、契約締

結日が令和 3 年 3 月 31 日

までで、家屋が省エネ住宅

等に該当すると1,500万円

非該当で 1,000 万円。令和

3 年 4 月～12 月が契約締

結日になると限度額がそ

れぞれ 1,200 万円、700 万

円に減少 

1,500 万円 

（学校等以外への支払は

500 万円限度） 

1,000 万円 

（結婚 300 万円限度） 

備考 

特徴 

①相続財産からの分離可 

②期限内申告が要件（納付

税額 0 でも申告必要） 

③非課税限度額以上の資

金贈与がある場合に相続

時精算課税制度の適用を

受ける場合、贈与者の年齢

は 60 歳未満でも適用可。 

①受贈者が贈与者の死亡

前 3 年以内に信託等によ

り取得した信託受益権等

は、死亡日における管理

残額は相続税の課税対象 

但し、受贈者が 23 歳未

満、受贈者が学校等に在

学又は教育訓練給付金の

支給対象となる教育訓練

受講している場合は課税

対象外。 

①管理残額（死亡日にお

ける非課税拠出額－結婚

子育て資金額）は贈与者

の相続税の課税対象 

（2 割加算なし） 
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■2 暦年課税贈与の計算 

＜ケース 1＞特例贈与財産又は一般贈与財産のみ取得した場合 

 

（国税庁 HP より引用） 
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＜ケース 2＞特例贈与財産及び一般贈与財産を取得した場合 

 

（国税庁 HP より引用） 



5 

Copyright ©⽇本相続⼠協会 All Rights Reserved. 

 

■3 相続時精算課税 

   1 計算方法 

        （ 贈与税の課税価格 － 特別控除額 2,500 万円  ） × 20％ ＝贈与税額       

※ 相続時精算課税制度は、贈与者ごとに選択可能であり、届出書を提出した贈与者受贈者

間で 2,500 万円の特別控除額を有することとなる。 

2 相続時精算課税制度の特徴点 

① 課税価格 2,500 万円まで非課税、超えても一律 20%の贈与税で贈与できる。 

⇒税負担少なく移転することができる 

② 収益物件の贈与により、相続財産の増加を抑制できる。 

③ 特定贈与者に相続があった場合、贈与時の価額で相続財産に加算し相続税の計算をす

るため、将来価格が上昇することが予想される資産を贈与することで将来の相続税負担

を軽減することができる。 

④ 相続時精算課税制度により贈与した財産は、物納の対象財産にすることができない。 

    

  

 

 

 

 

 

 

【設例】

＜親族図＞ 父と長男の間で相続時精算課税により贈与を行っている。

平成30年に1,800万円、令和2年に1,500万円

平成30年

令和2年

★令和3年以降父から贈与により財産取得すると常に20%贈与税が発生する。

160万円

贈与税額

×20%=

2,500万円

限度

1,800万円

特別控除額

1,500万円
700万円

800万円

課税価格

父 母

長男 長女

1,800万円

贈与財産
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   3 贈与者死亡による相続時精算の流れ 

  ☛相続時精算課税制度に基づく生前贈与は届出書提出年分以後のものは全て相続財産に加算 

  

 

 

 

   ＜設例 1＞令和 3 年において、父から現金 2,000 万円、母から現金 500 万円の贈与を受け

た。父との贈与において平成 29 年分より相続時精算課税制度を選択しており、

平成 29 年において現金 1,000 万円の贈与を受けている。母からの贈与について

はこの令和 3 年分より相続時精算課税制度の適用を行うことにした。令和 3 年

分の贈与税額を求めなさい。   

 

 

   ＜設例 2＞相続財産（課税価格の合計額）4 億円、法定相続人は妻、長男、次男の 3 人の場

合の相続税の総額を求めなさい。（令和 2 年相続開始） 

 

 

 

 

                                           

【設例】

＜親族図＞ 父と長男の間で相続時精算課税により贈与を行っていた。

平成30年に1,800万円、令和2年に1,500万円

令和3年に父に相続開始した場合の相続税額の計算の流れ

△ ＝

相続･遺贈

により ＝

取得した

財産

相続税の

総額
＝ 長男分税額

納付税額税額控除
各人の
算出税額

税額軽減

△
160万円

贈与税額控除

長女分税額

0

基礎控除
非課税枠

△

課税
遺産額

(課税対象)

配偶者分税額

長女分税額

長男分税額

精算課税
適用財産

3,300万円

父 母

長男 長女

取得者

配
偶
者

長
女

長
男
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第 2 章 相続税に関する基本事項 

■1 相続税の総額の計算（相続税申告書第 2 表）の基礎 

 

（国税庁 HP より引用） 
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■2 相続財産の課税価格（相続又は遺贈により取得した財産） 

   

   (1)本来の相続財産（例示や注意点） 

     ①預貯金…預入高＋既経過利子×（1－源泉徴収税率 20.315%） 

     Cf. 定期預金、定額（定期）郵便貯金以外の預貯金で課税時期における既経過利子が

少額なものについては預入高で評価 

     ②名義預金（相続人名義の実質被相続人の預金） 

Point 次のようなケースにおいては名義預金として認定される 

1)預金の資金源が被相続人である 

2)名義人がその預金口座の事実を知らない 

3)名義人はその預金口座の存在を認識しているが贈与を受けた認識がない 

4)名義人はその預金口座について贈与を受けた認識を持っているが、実際その預

金の管理や支配をすることができていない 

     ③上場株式…次に掲げる金額のうち最も低い金額 

        1)課税時期の最終価格（終値） 

        2)課税時期の属する月の毎日の最終価格の月平均額 

        3)課税時期の属する月の前月の毎日の最終価格の月平均額 

        4)課税時期の属する月の前々月の毎日の最終価格の月平均額 

     ④配当期待権・未収配当金 

       配当期待権…発行会社の配当基準日（事業年度末等）の翌日から配当金効力発生の

日（株主総会決議日等）の間に配当を受け取ることができる権利 

         ⑤その他気をつけたい項目の一例 

      1未支給年金 →相続財産に該当しない  

（遺族の生活保障を目的とした立場から一定の遺族固有の権利として受け取るこ

とができるものと考えられるため） 

       2 被相続人死亡後に受け取った高額療養費の還付金・介護保険料の還付金 

       →相続財産に該当   

生前贈与加算財産

相続税の
課税価格

（千円未満切捨）

純資産価額
（0未満は0）

（ﾌﾟﾗｽ財産） （ﾏｲﾅｽ財産）

本来の相続財産

みなし相続財産

相続時精算課税
適用財産

△非課税財産

△債務控除
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       Cf.  葬祭費、埋葬料は相続財産に該当しない  

（相続人に対して支払われるものと考えるため） 

     3 被相続人に係る所得税の準確定申告による還付税額 

       →相続財産に該当（Cf. 納付税額が生じた場合には債務控除の対象） 

     4 同族会社に対する貸付金 …同族会社の財務諸表上の役員借入金 

 

    (2)みなし相続財産…民法上は相続又は遺贈により取得した財産ではないが経済的効果が相続

又は遺贈により取得したものと同質と考えられるもの 

・被相続人の死亡を保険事故として支払われる生命保険金等 

・被相続人の死亡により相続人等に支払われる退職手当金等 など 

 

(3)非課税財産…墓所、霊びょう及び祭具等や相続人の取得した生命保険金等、退職手当金等の

うち一定の金額非課税限度額＝500 万円×法定相続人の数 

          

(4)相続時精算課税適用財産…相続時精算課税選択届出書の提出年分以後贈与により取得した

財産すべてをそれぞれ贈与時の価額で課税価格に算入 

 

(5)債務控除…被相続人の債務で相続開始の際に現に存するもの 

  Cf. 非課税財産に係る債務や相続財産に関する費用は対象外 

          

(6)葬式費用…直接葬式に要した費用が対象（葬儀後に生じた費用は含まない） 

 

(7)生前贈与加算財産 

①適用対象者 

相続又は遺贈により財産を取得した者（暦年課税贈与が前提） 

②加算財産の範囲 

被相続人の相続開始前 3 年内の贈与につきその贈与時の価額 

☛注意点  相続開始前 3 年内に基礎控除額以内の贈与をしていた場合も加算の 対象  
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■3 相続税の総額の計算の応用 

   (1)遺産に係る基礎控除額 3,000 万円＋（600 万円×法定相続人の数）中の法定相続人とは 

①相続税法上は「放棄がなかった場合の相続人」 

    →課税の公平のため、あげる人もらう人の意思を排除して税額計算 

    ②養子の算入制限等  

被相続人実子 数え方 

あり 養子が複数人いても＋1 人 

なし 養子が複数人いても＋2 人 

     ※特別養子縁組による養子、相続人の配偶者の実子（連れ子）で被相続人の養子となっ

た者は実子扱いのため上記算入制限に関係なし      

        

        ■相続人の数…配偶者、長男、長女、孫の 4 人 

   ■相続税の総額を計算する場合の相続分 

     配偶者  1/2 

     長男   1/2×1/3＝1/6 

     長女   1/2×1/3＝1/6 

     孫    1/2×1/3＝1/6 

 

 

【相続税法基本通達 15-4（代襲相続人が被相続人の養子である場合の相続人の数）】 

   相続人のうちに代襲相続人であり、かつ、被相続人の養子となっている者がある場合

の法 15 条第 2 項に規定する相続人の数については、その者を実子 1 人として計算をす

るのであるから留意する。（注）この場合の相続分は、代襲相続人としての相続分と養

子としての相続分との双方を有するのであるから留意する。 

【設例】下記親族図に基づいて相続人の数と相続分はどうなるか

孫

養
子
縁
組

被相続人 配偶者

長男 妻 長女
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   ■相続人の数…配偶者、長女、孫の 3 人 

    →孫は長男の代襲相続人、かつ、被相続人の養子のため実子 1 人として計算 

   ■相続税の総額を計算する場合の相続分 

     配偶者  1/2 

     長女   1/2×1/3＝1/6 

     孫    1/2×1/3（長男の代襲相続人として）＋1/2×1/3（養子として）＝1/3 

 

■4 各取得者の算出相続税額・納付税額の計算 

(1)2 割加算対象者の確認    

相続税額の加算の適用のない者 相続税額の加算の適用のある者 

① 被相続人の配偶者 ① 内縁関係者 

② 被相続人の父母 ② 被相続人の祖父母 

③ 被相続人の子 ③ 被相続人の兄弟姉妹 

及びその代襲相続人 

④ 被相続人の子の代襲相続人 ④ 被相続人の孫 

 （代襲相続人にあたる場合除く） 

       （注）孫養子の場合も孫と同様に判断 

 

  (2)税額控除項目…該当する項目について次の順序で適宜控除して納付税額算定 

①贈与税額控除（暦年課税贈与分） 

②配偶者に対する相続税額の軽減 

③未成年者控除 

④障害者控除 

⑤相次相続控除 

⑥外国税額控除 

⑦贈与税額控除（相続時精算課税贈与分） 

     

【設例】下記親族図に基づいて相続人の数と相続分はどうなるか

死亡

孫

養
子
縁
組

被相続人 配偶者

長男 妻 長女
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第 3 章 相続税における土地評価（財産評価基本通達） 

■1 評価単位 

(1)地目別評価が原則（課税時期の現況により判定） 

     例外：一体として利用されている一団の土地が 2 以上の地目からなる場合 

         ⇒そのうちの主たる地目からなるものとして、その一団の土地ごとに評価 

 

(2)評価単位を相続人ごとに分ける場合…同じ地目であっても分筆して別々の相続人が 

取得する場合 

 

   (3)同じ地目で評価単位を分ける場合（宅地を例に） 

宅地…1 画地の宅地ごとに評価 

     【例示 1】自宅の隣にアパートがあるとき 

     

     【例示 2】アパートは子供名義で被相続人が土地を使用貸借で貸付けている場合 

 

      （注）不合理分割と認められる場合→分割前の画地で評価  

 

■2 宅地及び宅地の上に存する権利 

(1)評価の方式（各国税局の定める財産評価基準書で確認（国税庁 HP で確認可）） 

路線価方式 or 倍率方式       

(2)宅地の上に存する権利の評価 

     路線価方式又は倍率方式により評価した価額（自用地の価額）を基に宅地の賃貸借があ

る場合一定の調整計算 

    

 

■3 路線価方式による宅地の評価の基本 

    【設例】次に掲げる土地の評価を評価明細書に従い行いなさい。 

    ＜情報＞ 評価対象地 

①地番 東京都足立区青井 1丁目 2675 番 3 

 ②地積 123.99 ㎡ 

 ④貸家建付地（課税時期現在空室なし）として評価してください。 
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1 航空写真 

 
 

2 全部事項証明書 
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3 公図 
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4 路線価図 

 
（国税庁 HP より引用） 
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5 土地及び土地の上に存する権利の評価証明書 

 
（国税庁 HP より引用） 
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6 土地及び土地の上に存する権利の評価についての調整率表 

 

（国税庁 HP より引用） 
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7 想定整形図 
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8 土地及び土地の上に存する権利の評価明細書（解答） 
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■4 土地評価参考事例（一筆の上に複数の評価単位がある場合） 

1 評価対象地の公図 
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2 道路位置指定申請図（1 筆に異なる利用区分のある土地→利用区分検討のたたき台） 
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3 正面路線からの物件現況 
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4 相続税申告における利用区分及び想定整形図 
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■5 地積規模の大きな宅地（適用要件チェックシート） 

 

  

（国税庁 HP より引用） 
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■3 近年の税制改正による小規模宅地等の特例の厳格化 

(1)特定居住用宅地等（家なき子の特例） 

    非同居親族は原則適用不可でも次の全てを満たす場合のみ適用可 

①被相続人に配偶者がいないこと。 

②相続開始直前において、被相続人の居住の用に供されていた家屋に居住していた被相

続人の法定相続人がいないこと。 

③相続開始前 3 年以内に日本国内にある取得者、取得者の配偶者、取得者の三親等内の

親族又は取得者と特別の関係がある法人が所有する家屋（被相続人の居住用を除く）

に居住したことがないこと。 

④相続開始時に、取得者が居住している家屋を相続開始前のいずれの時においても 所

有したことがないこと。 

⑤その宅地等を相続開始時から相続税の申告期限まで有していること。 

⑥居住制限納税義務者又は非居住制限納税義務者のうち日本国籍を有しない者ではない

こと。 

 

(2)貸付事業用宅地等 

相続開始前 3 年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地等の適用除外 

次の場合を除く 

①平成 30年 3月 31日以前にすでに貸付事業を開始している場合（税制改正による経過措置） 

       平成 30 年 3 月 31 日以前にすでに貸付事業を開始していれば平成 30 年 4 月 1 日から令

和 3 年 3 月 31 日までの間に相続又は遺贈により取得した宅地等は対象 

     ②相続開始の日まで 3 年を超えて引き続き特定貸付事業を行っていた場合 

         特定貸付事業…貸付事業のうち準事業以外のもの 

       不動産所得を事業的規模※で営んでいる場合→特定貸付事業→対象 

                  事業的規模以外→準事業→適用除外 

           ※5 棟 10 室基準などを目安 

 

(3)特定事業用宅地等 

  相続開始前 3 年以内に新たに開始した事業の用に供された宅地等の適用除外 

  次の場合を除く 

    ①平成 31 年 3 月 31 日以前にすでに事業を開始している場合（税制改正による経過措置） 

        平成 31 年 3 月 31 日以前にすでに事業を開始していれば平成 31 年 4 月 1 日から令和 4

年 3 月 31 日までの間に相続又は遺贈により取得した宅地等は対象 

    ②一定の規模以上の事業を行っていた場合 

    その宅地等の上で業務の用に供される建物、附属設備、構築物その他減価償却資産の価額

がその宅地等の相続開始時の価額の 15％以上→対象 


